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平成 25 年度第 5 回理事会議事録 
 
日 時  平成 26 年 1 月 15 日（水） 15:00～ 
 
場 所  日本体育協会 理事・監事室 
 
出席者  ＜理事＞ 
   張富士夫会長、佐治信忠、森正博、監物永三の各副会長、 
   岡崎助一専務理事、泉正文常務理事、 

有竹隆佐、宇津木妙子、大野敬三、翁長良成、片野裕、勝田隆、川口一彦、 
川島雄二、坂本祐之輔、柴田益孝、竹田恆和、丹羽治夫、平田竹男、 
不老浩二、分木秀樹、前田彰一、松崎康弘、真野正道の各理事 

  ＜監事＞ 
   中村正彦監事 
 
 理事総数 28 名、うち出席 24 名で、定款第 37 条に基づき理事会成立。 
 定款第 34 条により、張会長が議長となり議事に入った。 
 
 
議  案 
 第 1 号 第 71 回国民体育大会冬季大会開催地（岩手県）の決定について （泉常務理事） 

冬季大会については、平成 28 年の第 71 回大会の開催まで 3 年を切るなか、開

催地が未定となっていたが、平成 25 年 11 月末、岩手県から本会及び文部科学

省に対し、スケート、アイスホッケー、スキーの冬季大会の全競技を開催する

旨、開催申請書が提出された。 
岩手県におけるスケート・アイスホッケー競技会の開催は、平成 10 年の    

第 53 回大会を開催して以来、18 年ぶり 9 回目、スキー競技会の開催は、     

平成 17 年の第 60 回大会を開催して以来、11 年ぶり 4 回目となる。 
また、岩手県では、第 71 回本大会を開催することとなっており、冬季大会の開

催が決定すれば、平成 7 年の第 50 回大会を福島県で開催して以来、21 年ぶり   

7 回目の完全国体となる。 
開催地決定に伴う手続きについては、昨年 12 月開催の第 3 回国体委員会の議を

経て、文部科学省の了解等、必要な手続きを終了している。 
なお、会場地等については、資料のとおりとなるが、現在、会期を関係団体間で

調整しており、決まり次第、改めて理事会に報告する旨を説明し、第 71 回国民体

育大会冬季大会開催地として岩手県を決定することについて、原案どおり出席理事

全員一致で可決された。 
決定後、張会長から岩手県教育委員会八重樫勝委員長に開催決定書が手渡され、

同委員長から謝辞が述べられた。 
 
 
 第 2 号 第 72 回国民体育大会冬季大会開催地の選定について      （泉常務理事） 

第 72 回国民体育大会冬季大会開催地については、冬季大会開催可能な各県

と調整しているが、調整が難航し国体開催基準要項に定める 3 年前の開催決定

がなされていない。 
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ついては、開催地の調整が出来次第、開催地において速やかに大会の諸準備

を進めることが可能となるよう、開催地の選定及び決定について、張会長と泉

常務理事に一任いただく旨を諮り、出席理事全員一致で可決された。 
 

 
 第 3 号 第 16 回秩父宮記念スポーツ医･科学賞受賞者の決定について  （森副会長） 

同賞の候補者の選考にあたっては、秩父宮記念スポーツ医・科学賞選考委員

会のもとにスポーツ医・科学の各分野からの学識経験委員によって構成する作

業部会を設置し、その作業部会員及びスポーツ医・科学専門委員会委員より 

功労賞及び奨励賞の候補者が推薦された。 
その後、作業部会において候補者の絞り込み作業を行い、功労賞 1 名、奨励

賞 1 グループを選考委員会に推薦した。 
この作業部会からの推薦に基づき、去る 12 月 18 日に秩父宮記念スポーツ

医・科学賞選考委員会を開催し、功労賞については、「思春期における有酸素

パワー発達に関する研究」をはじめとした運動生理学、バイオメカニクス、  

発育発達等の分野を長く牽引し、名古屋大学、東京大学で教鞭をとる他、日本

体育学会会長、日本発育発達学会会長といった学会要職を務めるなど、学術振

興に多大な功績を残された、小林寛道氏を選考した。 
奨励賞については、我が国におけるスポーツ施策の中核の一つである総合型

地域スポーツクラブの育成において、構想当初から関係者間のネットワークの

基盤づくり、総合型クラブの創設や活動についての調査研究、情報提供等を通

し、今日における総合型クラブの普及・発展に資する顕著な功績をあげた  

「総合型地域スポーツクラブ育成支援に関する実践的研究グループ」を選考し

た。 
以上のことから、功労賞として小林寛道氏、奨励賞として黒須充氏を代表と

する「総合型地域スポーツクラブ育成支援に関する実践的研究グループ」を受

賞者として決定したい旨を説明し、これを諮り、原案どおり出席理事全委員一

致で可決された。 
なお、表彰式及び受賞祝賀会については、来る 3 月 26 日（水）にグランド

プリンスホテル新高輪にて開催の臨時評議員会終了後、同ホテル内にて行う旨

を併せて説明した。 
 

 
報告事項 

1. 会務関係 
(1)平成 26 年度国庫補助金の内示について             （川島事務局長） 

平成 26 年度国庫補助金概算要求は、昨年 11 月 13 日開催の第４回理事会に

おいて合計 5 億 4 千 6 百 80 万円とする旨の報告をしたが、12 月までに行われ

た予算編成の結果、資料のとおり、要求額に対しては 4 千 3 百 30 万 5 千円減

となるが、平成 25 年度国庫補助金に対して 1 百 69 万 5 千円増の 5 億 3 百   

49 万 5 千円の内示があった。 
内訳として、「スポーツ指導者養成事業」では、従前の各指導者養成講習会

とスポーツ指導者研修会事業において新規に要望していた競技別スポーツ指

導者研修会を含め、1 百 69 万 5 千円増の 1 億 7 千 1 百 62 万 2 千円となった。 
「アジア地区スポーツ交流事業」では、3 億 2 千 5 百 96 万 7 千円、「海外青少
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年スポーツ振興事業(ＯＤＡ)」では、5 百 90 万 6 千円と平成 25 年度と同額と

なった旨を報告した。 
 
 

 (2) 平成 26 年度公営競技補助金等の要望について          （川島事務局長） 
去る 7 月 24 日開催の第 3 回理事会において、張会長に一任された     

平成 26 年度の公営競技補助金等の要望について資料に基づき報告した。要望

内容の詳細は以下のとおり。 
＜公益財団法人 JKA に対する補助金（競輪公益資金補助金）について＞ 
 「国内スポーツ競技力向上のための事業」、「全国的なスポーツ大会の開催」

の 2 事業区分の合計要望額は、平成 25 年度に対し、99 万 6 千円、1.36%増の

7 千 4 百 15 万 1 千円とした。 
 内訳として、「国内スポーツ競技力向上のための事業」では、「ジュニア期に

おけるスポーツ外傷・障害予防プログラム開発事業」においてスポーツ活動現

場での予防プログラム検証経費の増額、「運動・スポーツ遊びの実践を通じた

メンタルヘルス・プロモーション研究事業」において普及啓発用リーフレット

作成費の増額を見込み 90 万 1 千円増の 3 千 2 百 89 万 5 千円とした。 
「全国的なスポーツ大会の開催」では、「日本スポーツマスターズ実施事業費」

において JKA の看護師に対する謝金単価基準の見直しに伴い、謝金額を増額

し、9 万 5 千円増の 4 千 1 百 25 万 6 千円とした。 
 
＜スポーツ振興基金助成金について＞ 
 「スポーツ少年団競技会開催助成」として「剣道交流大会、バレーボール交

流大会、軟式野球交流大会、スポーツ少年大会」の 4 事業について、      

平成 25 年度に対し、7 百 90 万 4 千円、18.8%増の 4 千 9 百 88 万 1 千円とし

た。 
 
＜スポーツ振興くじ（toto）助成金について＞ 
 平成 25 年度に対して、5 億 3 千 4 百 74 万 2 千円、24.6％減の 16 億 4 千   

50 万 9 千円とした。 
 内訳は、「スポーツ団体スポーツ活動助成」では、「アスレティックトレーナ

ー育成事業」において節約執行、「ドーピング防止情報提供事業」において旅

費対象経費の減による減額があるが、「スポーツ少年団認定育成員研修事業」、

「スポーツリーダー養成事業」においてコース数の増、「スポーツ指導者情報

誌発行事業」において発行部数の増、また、「幼児版アクティブ・チャイルド・

プログラム作成事業」を新規に計上したこと等に伴い、要望事業は継続 13 事

業、新規 1 事業、計 14 事業で、平成 25 年度に対して、5 千 7 百 7 万 9 千円増

の 3 億 9 千 9 百 18 万 2 千円とした。 
 「総合型地域スポーツクラブ活動助成」については、「創設支援事業」、「自

立支援事業」、「クラブマネジャー設置支援事業」、「クラブアドバイザー配置事

業」の 4 事業とし、創設支援事業、自立支援事業、クラブマネジャー設置支援

事業の対象クラブ数等の減により、平成 25 年度に対し合計 5 億 9 千 1 百   

51 万 1 千円減の 10 億 8 千 7 百 23 万 3 千円とした。 
 「スポーツによる被災地の子どもたちの心のケア活動等助成」の「スポーツ

こころのプロジェクト 笑顔の教室」については、平成 25 年度に対して、  



4 
 

31 万円減の 1 億 5 千 4 百 9 万 4 千円とした。 
 
 

2. 国民体育大会関係 
第 70 回国民体育大会（和歌山県）におけるクレー射撃競技会の取り扱いについて 

（泉常務理事） 
平成27年に和歌山県で開催する第70回国民体育大会におけるクレー射撃競

技会の取扱いについては、平成 24 年 6 月 5 日開催の第 2 回理事会において、

平成 25 年 11 月末の時点で、本会、文部科学省及び和歌山県の主催三者による

協議を行い、実施態度の判断を行うこととし、その対応については、張会長と

泉常務理事に一任となっていた。 
 これまで、本会が日本クレー射撃協会に対して、競技会の実施条件として示

してきた協会執行部の一本化及び加盟都道府県協会と一体的な運営機能につ

いて、本会に改善計画書が提出され、その改善計画に基づき、協会の健全運営

に向けた取り組みが進んでいる状況が報告されている。平成 25 年 5 月には、

千葉県クレー射撃協会が千葉県体育協会に加盟したことにより、全ての都道府

県クレー射撃協会・連盟が都道府県体育協会に加盟している状況となり、また

監督官庁である文部科学省に許可なく取り崩した基本財産についても7月に補

填を完了している。 
さらに、去る 11 月 18 日に開催された日本クレー射撃協会の総会において、

新公益法人への移行について了承され、11 月 26 日付で内閣府に対して移行申

請を行っている。 
以上により、同協会の組織運営改善状況に鑑み、文部科学省及び和歌山県と

協議した結果、第 70 回大会については、第 68 回、第 69 回大会同様、日本ク

レー射撃協会が運営主体となって、正式競技として実施することを決定した旨

を報告した。 
 
 

3. スポーツ指導者育成事業関係 
平成 25 年度公認スポーツ指導者全国研修会の終了について       （監物副会長） 

本研修会については、去る 12 月 14 日に、公認スポーツ指導者表彰の後、ス

ポーツ界における暴力行為根絶に向けたスローガンである「暴力 0（ゼロ）  

心でつなぐ スポーツの絆」を全体テーマに、特別講演、講演、ワークショッ

プにより実施し、参加者数が過去最多となる 585 名の参加を得て、盛会裏に事

業を終了した旨を資料に基づき報告した。 
  
  

4. その他 
会議日程について                        （川島事務局長） 

 第 6 回理事会については、来る 3 月 12 日（水）14 時から開催する予定であ

ることを連絡。 
 また、平成 26 年度の理事会及び評議員会の開催日程について資料に基づき

説明した。 
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 以上の諸報告をいずれも了承後、竹田理事から 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会

の開催地決定に関する御礼、東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会の設立状況

及び大会成功に向けた今後の協力、支援要請が述べられ、15 時 45 分に閉会。 


